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研究成果の概要（和文）：成果の第1は、学校組織の流動化・多様化の実態を踏まえ、現在の学校組織における
多様化・流動化の状況を明らかにするとともに、学校経営上の課題を整理した。 それは、境界連携であり、主
なものとして、（１）小中高等学校の異校種連携・連結、（２）学校と地域の連携・連結、（３）学校内におけ
る各職種間の連携・連結による新たなマネジメント手法である。
成果の第2は、学校組織の流動化・多様化に対応した学習できるマネジメント手法の開発で、課題対応策を検討
し、新たな学校マネジメント手法の開発を行った。そして、教職大学院や全国の都道府県政令市教育センターで
活用できる教育・研修プログラムと教育・研修教材の開発を行った。

研究成果の概要（英文）： The first outcome was to clarify the current situation of the school 
organization and sort out the problems of school management based on the actual situation of the 
fluidization and diversification of the organization.It is the collaboration of boundaries, and the 
main ones are as follows:(1) Collaboration and connection between elementary/junior high/high 
schools. (2) Collaboration between schools and communities.(3) The new management method by 
collaboration within each occupation in the school.
 The second outcome is the development of management methods that can cope with the diversification 
and mobilization of school organizations.With reference to advanced cases, we examined measures for 
each problem and developed a new school management method for creating deliverable results.Then, we 
have developed educational and training programs and materials that can be used at the graduate 
schools where teachers are currently enrolled and prefectural education centers nationwide.

研究分野： 学校経営

キーワード： 学校マネジメント　小中一貫連携・地域連携　組織の動態化　業務の適正化・業務改善　学校ビジョン
の明確化　教職員の育成システム

  ２版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
これまで学校マネジメントは、外部との関係にかかわる「学校経営」と、内部を管理する「学校運営」に分けて
研究・運用がなされてきた。今回の研究成果の意義の第1は、「学校経営」と「学校運営」を統一した考え方の
もとに、一貫した流れに整理したことである。第2の意義は、学校マネジメントに関わる正規の学校管理職や教
食員以外の人たちの役割と強みを踏まえ、内外環境に適応する学校づくりのためのマネジメント手法を研究した
点である。そして第3の意義は、学校マネジメント手法多くの人が学べるように、教育・研修プラグラムをし
て、教材と合わせて開発したことである。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属されます。



１ 研究開始当初の背景 
（１）まず、専門人材の多様化があげられる。中高一貫教育や小中一貫教育の導入・定着にとも
ない、免許制度によって規定される専門性や学校種ごとの「文化」や「慣習」の枠を超えた学校
経営が求められていた。しかし特に小中一貫の導入過程において、それら「文化」「慣習」の違
いに戸惑う教職員の姿や、その調整に苦慮する学校管理職の姿が指摘され、これらに対応する学
校経営手法の創出は重要な課題であった。 
（２）第２に、教職員とは異なる専門職の導入である。多様化・複雑化する子供の状況や学校教
育の質的充実への社会的要請に対応すべく、福祉・医療領域などとの連携を図るスクール・ソー
シャルワーカーの配置や警察との連携のほか、部活動支援の外部人材導入も議論されていた。 
（３）第 3 に,政策面でも「チーム学校」に向けた検討が進行中で、多様な専門スタッフとの連
携・分担のもとで学校の教育力・組織力を向上させ、教員が授業等本来の教育活動に専念できる
よう業務改善・業務の適正化を図ることなどが企図されていた。 
（４）第 4 に、コミュニティー・スクールが努力義務化され、全国に広がりつつあった。学校は、
学校外部の地域コミュニティや各種のボランティアの支援を生かし、地域に根差した学校づく
りが求められていた。それは、学校内部のマネジメントから、関係者を巻き込んだ境界連結の技
術が求められる新しいマネジメントであった。 
（５）教職大学院が全国に配置され、実践的な指導力の養成を目指した取り組みが本格化し始め
た。しかし、上記の学校マネジメントに関する知見や教育プログラム、教材が用意された状態で
はなかった。 
 
２ 研究目的 
（１）第１に、近年の学校組織において顕著に進行している組織構成員の流動化や多様化に対応
する、新たな学校マネジメント手法の開発を行う。 
（２）第２に、この新たな学校マネジメント手法を実務担当者に向けて発信するための教育・研
修プログラムおよび教材を開発し、試行的に実践する。ここでいう実務担当者とは、学校の設置
管理者（教育委員会・教育センターなど）および学校現場（学校管理職および教職員）に加え、
教職大学院等の学生など長期的研修プログラムの受講者を想定している。 
 
３ 研究の方法 
（１）第１は、学校組織の流動化・多様化に関する実態調査であり、現在の学校組織における多
様化・流動化の状況を明らかにするとともに、学校経営上の課題を整理した。 
（２）第２は、学校組織の流動化・多様化に対応したマネジメント手法の検討で、国内外の先進
事例や企業のダイバーシティ・マネジメント等をヒアリング調査などにより、析出された課題へ
の対応策を検討した。 
（３）第３は、新たな学校マネジメント手法に関する教育・研修プログラムの開発で、第２の研
究で開発した手法を実務担当者等（教育センターや教職大学院教員）に伝達できるよう、試行的
な研修を実施したうえで、教材を開発した。研究の最終盤に、コロナ感染症が流行の兆しを見せ
たことから、開発教材はオンライン実施が可能な工夫を加えた。 
 
４ 研究成果 
（１）開発教材 

 章のタイトル 項目と特記事項 
第 1章 
(28 頁） 

学校組織マネ
ジメントの着
眼点 

１ 環境構造の次元飛躍的な変化 
２ 経営組織体の環境適応のパターン 
３ 環境変化への対応の方向性 
４ 学校を変化させる手の打ちどころ 
５ 「時代｣ と ｢環境｣ によって異なる組織マネジメント 
６ 組織マネジメントの有効性を支える３つのポイント 
７ 民間企業との組織マネジメントの違い 
８ 民間企業における競争戦略の４類型 
９ 各種の経営戦略理論 
10 学校組織マネジメントとは何か 
11 学校組織マネジメントのプロセス 
12 第 1 章のキーワード 



○学校に活用できる５つの経営戦略を盛り込んだ。（Ｍ.ポーター
「競争戦略」、J.バーニー「企業戦略論」、J.コリンズ「ビジョナ
リー・カンパニー」、F.ランチェスター「弱者の戦略」、チャン・
キムとレネ・モボルニュ「ブルー・オーシャン戦略」） 

第 2 章 
(27 頁） 

学校のビジョ
ンづくり 

１ 学校ビジョンの機能 
２ 学校教育目標【学校ビジョン１：めざす子ども像】 
３ 学校の使命【学校ビジョン２：めざす学校像】 
４ 自分の学校の「使命（ミッション・存在意義）」探索 
５ 力の入れどころ【学校ビジョン３：重点事項】 
６ 行動規範【学校ビジョン５：めざす教師像】 
７ 学校ビジョンの構造（学校教育目標～重点事項～教育活動） 
８ 第 2 章のキーワード 
○全国学テ学調の 10 年間において、学力上位下位県の教育委員
会マネジメントの特徴を入れた。 

第 3 章 
(13 頁） 

学校の環境分
析と特色づく
り 

１ 学校の内外環境の分析（ＳＷＯＴ分析） 
２ 学校のＳＷＯＴ分析事例 
３ 学校の特色づくりに向けて 
４ わが校の特色づくり 
５ 第３章のキーワード 
６ 校内研修での活用 

第 4 章 
(27 頁） 

学校の組織づ
くり 

１ 学校組織の特徴（フラット／マトリクス） 
２ 組織論からみた学校組織 
３ 組織論からみたラインとスタッフ 
４ 運動論的な組織活性化 
５ 学校改善・改革への抵抗への対処 
６ 組織文化に働きかける活性化 
７ 組織プロセスに働きかける活性化 
８ ミドルの戦略的突出による活性化 
９ 組織のライフサイクルに注目した活性化 
10 キーパーソンとしてのミドルリーダー 
11 創発戦略をベースにしたプロセス型の組織づくり 
12 第４章のキーワード 
○学校に活用できる企業のライフサイクルモデルを入れた。 
○ミドルリーダーの機能に、社会的勢力の考え方を入れた。 

第 5 章 
(24 頁） 

学校のリーダ
ーシップ開発 

１ リーダーシップの各種理論（１：資質論・類型論） 
２ リーダーシップのＰＭ理論による診断 
３ リーダーシップの各種理論（２：状況対応論） 
４ サーバント・リーダーシップ 
５ 危機管理のリーダーシップ 
６ 危機管理の原則 
７ 校長のリーダーシップ（校長の専門職基準） 
８ 民間人校長のリーダーシップ 
９ 意思決定によるリーダーシップ 
○学校に活用できるサーバント・リーダーシップを入れた。 
○民間人校長のリーダーシップの成果と課題を入れた。 
○自治体（県レベル）の危機管理を入れた。 

第 6 章 
(26 頁） 

学校の人づく
り 

１ 人材育成（職能開発）とは何か 
２ 人材育成（職能開発）システムとは何か 
３ 校内における「仕事」で育てる 
４ 教師の「ライフステージ」に応じた育成 
５ メンタリング（支援的助言）による育成 
６ 経験学習による育成 
７ 教員が育つ職場事例からみえるもの 
８ 都府県政令市のＯＪＴマニュアル事例 



９．意欲を喚起する育成 
10 第６章のキーワード 
11 校内研修での活用 
○学校に活用できるコルブの経験学習を入れた。 
○NITS の研修動画の活用を入れた。 

第 7 章 
(34 頁） 

学校の業務改
善 

１ 業務改善の着眼点 
２ 民間企業における業務改善の３つの手法の活用 
３ ＶＥ手法による業務改善 
４ ＩＥ手法による業務改善【1：５Ｓの実践】 
５ ＩＥ手法による業務改善【２：ＰＥＲＴの活用】 
６ ＩＥ手法による業務改善【３：業務プロセス見直し】 
７ 学校の業務改善上の問題点と原因 
８ 学校の業務改善策と期待される成果 
９ 文科省：働き方改革における業務改善 
○章全体を新たに開発した。 
○経済産業省教育産業室「EdTech を活用した学校現場の業務改
善事業」2019、文部科学省「新しい時代の教育に向けた持続可能
な学校指導・運営体制の構築のための学校における働き方改革に
関する総合的な方策について（答申）」2019 央教育審議会をベー
スに開発した。 
○学校に活用できる企業の VE,IE、QC 手法を入れた。 

第 8 章 
(32 頁） 

学校の地域連
携・小中連携 

１ コミュニティ・スクールとは 
２ 地域の学校に対する関与の推移 
３ 学校運営協議会制度 
４ 社会に開かれた教育課程の必要性 
５ コミュニティ・スクール導入後の子どもたちの変化 
６ 地域と学校との連携の５レベル 
７ コミュニティ・スクール成功のポイント 
８ 小中一貫と小中連携 
９ 小中一貫・小中連携教育の目的 
10 小中一貫・小中連携教育の効果 
11 小中一貫教育の教育課程 
12 小中一貫・小中連携教育の指導方法 
13 小中一貫・小中連携教育の推進体制 
14 小中一貫・小中連携教育における地域連携 
15 小中一貫・小中連携教育における教員人事、教員免許 
○章全体を新たに開発した。 
○努力義務化されたコミュニティー・スクールと法制化された小
中一貫教育を入れた。 

第 9 章 
(34 頁） 

学校の改善・改
革 

１ 学校の改善・改革は「問題解決」の連続 
２ 学校の改善とは、状況をよくしていくこと 
３ 学校評価導入の流れ 
４ 学校評価の法制化 
５ ３種類の学校評価 
６ 学校評価のタイプを考える 
７ 各府県の学校評価システム 
８ 具体的指標を活用する目標管理型の学校評価の進め方 
９ 「外の風」を活用する学校関係者評価 
10 学校評価のレベルアップに向けて 
11 「現状」を「めざす姿」に近づける教育活動の改善 
○問題解決の考え方をベースに、学校評価（経営改善と教育活動
改善）を整理した。 

第 10 章 
(13 頁） 

ドラッカーの
マネジメント 

１ 「もしドラ」の概要とマネジメントのキーワード 
２ ドラッカーの言葉 



 
（３）教育プログラム                     

 章の学習目標 時限 
第 1 章 学校組織マネジメントの着眼点 

１ 学校組織マネジメントの手の打ちどころを理解する。 
２ 学校組織マネジメントの「目的」「対象」「方法」「資源」を理解する。 
３ 学校組織マネジメントに活用できる企業の理論を学ぶ。 

２ 

第 2 章 学校のビジョンづくり 
１ 学校ビジョンの果たす役割を解する。 
２ 学校ビジョンの構成要素を理解する。 
３ 「めざす学校像」である使命を探索する。 
４ 学校ビジョンの共有化のポイントを理解する。 

２ 

第 3 章 学校の環境分析と特色づくり 
１ 学校の内外環境の分析手法を理解・習得する。 
２ 学校の内外環境の分析から、わが校の強みを経営資源としてとらえなお
す。 
３ わが校の強みを生かした特色づくりを検討する。 

２ 

第 4 章 学校の組織づくり 
１ 学校の組織構造の特徴を理解し、長所を生かす工夫と短所を補う方策を
検討する。 
２ 学校の活性化プロセスとミドルの役割を理解する。 
３ 学校の活性化に向けた各種のアプローチを理解する。 

１ 

第 5 章 学校のリーダーシップ開発 
１ 各種のリーダーシップ理論を理解する。 
２ 自己のリーダーシップ分析からその開発を検討する。 
３ 学校における意思決定のあり方を理解する。 
４ 校長専門職基準と民間人校長の成果と課題を検討する。 

１ 

第 6 章 学校の人づくり 
１ 教職員の育成の内容と方法を理解する。 
２ 校内における教職員育成（OJT）方策を理解し、その方策を検討する。 
３ 教職員の動機づけの理論を理解する。 

１ 

第 7 章 学校の業務改善 
１ 業務改善の基本的な考え方を理解し、企業の VE,IE,QC 手法の活用を
検討する。 
２ 学校業務の問題点と原因を理解し、ICT 化を検討する。 
３ 文科省の働き方改革から、学校の業務改善を検討する。 

１ 

第 8 章 学校の地域連携・小中連携 
１ コミュニティー・スクール（学校運営協議会）の制度と運用を理解する。 
２ コミュニティー・スクールの成功要因を検討する。 
３ 小中連携と小中一貫の制度と運用を理解する。 

１ 

第 9 章 学校の改善・改革 
１ 学校改善・改革を問題解決の枠組みで理解する。 
２ 学校評価の目的・内容・方法を理解・習得する。 
３ 学校評価を活用した「教育活動の改善」を問題解決の枠組みで検討する。 

２ 

第 10
章 

ドラッカーのマネジメント 
マネジメントの父を呼ばれる P.ドラッカーの各種著作からその名言を 50 選
び、原文と和訳を紹介する。 

２ 

総合演
習 
 

学校経営事例研究 
小学校 2 校、中学校 1 校、高校 5 校の学校経営事例を使用して「問題発見」
「課題形成」「改善策検討」の検討を行う。 

２ 
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日本学校ソーシャルワーク学会第13回全国大会

日本教育行政学会第52回大会

 ４．発表年

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

 １．発表者名

小川雄太、當山清実

神田貴司、當山清実

川上　泰彦

當山清実・上田真弓

 ３．学会等名

市区町村教育委員会による学校危機管理の支援に関する調査研究

公立高等学校における教頭の長時間勤務の是正策に関する一考察
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